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【経常収支比率】財政構造の弾力性（余裕）を
あらわしたもの。毎年経常的に収入される財源
のうち、人件費・扶助費・公債費など、毎年必ず
支払う経費の割合。
　１か月の家計に例えると、食費や家賃、光熱
費、水道代、ローン返済など毎月決まって支払
わなければならない経費の合計が、給料総額に
対してどの程度占めるかをあらわしたものです。
【公債費負担比率】一般財源のうち市債等の
償還金に充てる経費の割合。
　１か月の家計に例えると、給料総額に対して
ローンの返済額がどの程度占めるかをあらわし
たものです。なお、ここでは副業は含まず、自家
用車のローンなど生活にかかわるローンだけを
考慮しています。
【財政力指数】地方公共団体の財政力をあらわ
したもの。
　一般の家庭に例えると、子どもが別居してい
る場合、標準的な生活費（家賃や食費など）に
対する標準的な収入（給料など）の割合です。
なお、標準的な生活費と標準的な収入の差額
で不足が生じると親からの仕送り（普通交付
税）が必要となります。
【標準財政規模】地方公共団体が自由に使え
る財源の標準的な収入。
【実質赤字比率】一般会計等の実質赤字が標
準財政規模に占める割合。
　サラリーマン家庭に例えると、一年間の収入
と支出の差引において赤字が生じた場合、赤
字額がその年の家庭の給料総額に対してどの
程度占めるかをあらわしたものです。
【連結実質赤字比率】全会計（一般会計等だ
けでなく、その他の特別会計を含む）の実質赤

字が標準財政規模に占める割合。
【実質公債費比率】一般会計等が負担する市
債等の償還金が標準財政規模に占める割合。
　別居している子どもを持つ家庭に例えると、
親のローンのほか子どものローンを親が肩代わ
りして返済している場合、その返済金の合計
が、親の給料総額に対してどの程度占めるかを
あらわしたものです。
【将来負担比率】一般会計等が将来負担すべ

き債務が標準財政規模に占める割合。
　別居している子どもを持つ家庭に例えると、
親のローンの残高、子どものローンの残高（親
が肩代わりして返済する額）、家族の将来の冠
婚葬祭などに係る経費の総額から、それに充て
ることのできる財源（貯金など）を差し引いた額
が、その年の給料総額に対してどの程度占める
かをあらわしたものです。
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歳入総額
121億4,593万円

歳入

市　税
30億8,523万円
（25.4％）

その他
10億9,177万円
（9.0％）

地方交付税
39億936万円
（32.2％）

国庫支出金

県支出金 8億8,889万円（7.3％）

13億
8,966万円
　（11.4％）

諸収入
5億5,599万円（4.6％）

繰入金
2億4,321万円（2.0％）

歳出総額
119億80万円

合計93億1,743万円

災
害
復
旧

　
事
業
費（
0.0
％
）
投
資
及
び

　
出
資
金（
0.1
％
）

市 税 の 収 入 状 況

市 債 残 高 の 状 況
一 般 会 計
目 的 別 市 債 残 高

指 標 で み る 財 政 事 情

財 政 健 全 化 判 断 比 率

市 有 財 産 の 状 況

会　　計　　名 歳入決算額 歳出決算額 差し引き
273万円
362万円
552万円

1億 587万円
501万円
168万円
4,351万円

41万円

育 英 資 金
下 水 道 事 業
農業集落排水事業
簡 易 水 道 事 業
国 民 健 康 保 険
老 人 保 健
後 期 高 齢 者 医 療
介護保険（保険事業勘定）
介護保険（介護サービス事業勘定）
市 有 林 造 成 事 業

3,935万円
11億9,894万円
2億7,971万円
1億6,434万円
25億8,377万円

1,118万円
3億1,384万円
24億4,333万円

1,113万円
5,966万円

3,662万円
11億9,532万円
2億7,419万円
1億6,434万円
24億7,790万円

617万円
3億1,216万円
23億9,982万円

1,113万円
5,925万円

30億8,523万円

市民税
13億108万円
（42.2％）

固定資産税
13億7,799万円
（44.7％）

軽自動車税
5,756万円（1.9％）

市たばこ税
1億2,827万円（4.2％）

入湯税
2,890万円（0.9％）

都市計画税
1億9,143万円（6.1％）

一 般 会 計

下水道事業

簡易水道事業

農業集落排水事業

市有林造成事業

合　　　　計

特 

別 

会 

計

93億1,743万円

60億 526万円

2億1,366万円

14億6,485万円

4,884万円

170億5,004万円

（平成22年3月31日現在）
建　　物
土　　地
立　　木
基　　金
　現金・預金等
　うち財政調整基金
　うちその他の基金
　土　地
有価証券
出 資 金
債　　権　　

１４万７，７４８㎡
２，２５５万８，４２３㎡
２３万４，７７０㎥

２４億３，５２７万円
１３億９，６１７万円
１０億３，９１０万円

３，２６２㎡
３億１，４００万円
３億８，２１０万円
１億９，２９７万円

民生  4億1,102万円
6億4,585万円
6億9,966万円衛生

土木

土木

土木
（公園）
12億4,955万円

教育

    その他
13億
  1,684万円 　 農林

水産

消防 1億7,730万円
4億7,961万円

   臨時
 財政対策債
28億8,227万円

商工 2,486万円

（都市計画）
9億7,647万円

（道路橋りょう・住宅）
4億5,400万円

※用語解説

20年度勝山市

21年度勝山市（速報値）

99.6％

経常収支比率

99.9％

13.9％

公債費負担比率
※ ※ ※

13.4％

0.51

財政力指数

0.50

※ ※ ※ ※

勝山市（速報値）
早期健全化基準

実質赤字比率

－－－
14.08％

連結実質赤字比率

－－－
19.08％

実質公債費比率

11.5％
25.0％

将来負担比率

103.8％
350.0％

市 債  　
9億8,182万円（8.1％）

総務費
16億3,140万円
（13.7％）

民生費
30億7,350万円
（25.8％）

衛生費
7億5,994万円
（6.4％）

土木費
15億7,745万円
（13.3％）

消防費　6億401万円（5.1％）

教育費
13億7,739万円
（11.6％）

災害復旧費　0万円（0.0％）

公債費
12億373万円
（10.0％）

商工費　6億5,071万円（5.5％）

議会費　1億4,737万円（1.2％）

労働費
2億3,483万円
（2.0％）
農林水産業費
6億4,047万円
（5.4％）

繰 越 金
分担金及び負担金
地方消費税交付金
地 方 譲 与 税
使用料及び手数料
地方特例交付金
自動車取得税交付金
利 子 割 交 付 金
配 当 割 交 付 金
株式等譲渡所得割交付金
財 産 収 入
交通安全対策特別交付金
寄 附 金

2億6,455万円
1億7,030万円
2億3,222万円
1億7,331万円
9,377万円
4,670万円
4,930万円
1,445万円
424万円
217万円
2,022万円
497万円
1,557万円

財政公表財政公表

3

一般会計
特別会計

維
持
補
修
費

　
　
　（
2.9
％
）

　平成19年6月に公布された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律（財政健全化
法）」に基づき、上記指標を算定しました。この指標は、地方公共団体の「早期健全化」と「財
政再生」の2段階で財政悪化をチェックするとともに、特別会計や一部事務組合等も併せ
た連結決算により、地方公共団体全体の財政状況を明らかにしようとするものです。
　勝山市はいずれの項目においても、早期健全化基準を大きく下回り、健全であるといえ
ます。　　　　　　　　　　　　　　　 　  （詳しくは、市のホームページをご覧ください）

　財政指標のうち経常収支比率が99.9％と高くなっていますが、これは平成２０年度から
算定方法の変更に伴い、下水道事業および農業集落排水事業特別会計への繰出金のうち、
臨時的経費から経常的経費として扱われる経費が大幅に増えたことによるものです。

総　

括

　

平
成
21
年
度
勝
山
市
一
般
会
計
決
算
は
、
歳
入
が
１
２

１
億
４
５
９
３
万
円
、
歳
出
が
１
１
９
億
８
０
万
円
と
な

り
、
歳
入
で
３
・
２
％
の
増
、
歳
出
で
３
・
５
％
の
増
（
前

年
度
比
＝
以
下
同
じ
）
と
な
り
ま
し
た
。
歳
入
歳
出
の
差

引
き
の
う
ち
翌
年
度
へ
繰
り
越
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
財

源
５
２
２
７
万
円
を
引
い
た
１
億
９
２
８
６
万
円
が
実
質

的
な
黒
字
と
な
っ
て
い
ま
す
。

歳　

入

　

市
税
は
、
法
人
市
民
税
が
前
年
度
に
引
き
続
き
長
引
く

経
済
不
況
の
影
響
を
受
け
大
幅
な
減
額
、
固
定
資
産
税
も

評
価
替
え
に
よ
る
影
響
に
よ
り
減
額
と
な
り
、
総
額
が
30

億
８
５
２
３
万
円
（
２
億
６
５
９
万
円
、
６
・
３
％
の
減
）

と
な
り
ま
し
た
。
自
主
財
源
は
、
44
億
４
８
８
４
万
円
で
、

自
主
財
源
比
率
は
36
・
６
％
（
５
・
３
％
の
減
）
と
な
り

ま
し
た
。

　

地
方
交
付
税
は
、
普
通
交
付
税
が
地
域
雇
用
創
出
推
進

費
の
創
設
や
市
税
な
ど
の
減
収
見
込
み
に
呼
応
し
増
額
、

特
別
交
付
税
も
大
雪
に
よ
る
除
排
雪
経
費
の
増
加
に
よ
り

増
額
と
な
り
、
総
額
で
39
億
９
３
６
万
円
（
２
億
６
９
３

２
万
円
、
７
・
４
％
の
増
）
と
な
り
ま
し
た
。

　

主
な
特
定
財
源
で
は
、
国
庫
支
出
金
が
国
の
経
済
対
策

に
よ
る
各
種
地
域
活
性
化
臨
時
交
付
金
が
合
わ
せ
て
４
億

９
７
８
８
万
円
交
付
さ
れ
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
大
幅
な
増

額
、
県
支
出
金
に
お
い
て
も
、
国
の
雇
用
対
策
に
よ
る
緊

急
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用
創
出
臨
時
特
例
基
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助
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な
ど
に
よ
り
大

幅
な
増
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と
な
り
ま
し
た
。

　

市
債
に
お
い
て
は
、
臨
時
財
政
対
策
債
の
増
額
の
ほ
か
、

前
年
度
か
ら
継
続
事
業
と
し
て
取
り
組
ん
だ
市
役
所
庁
舎

耐
震
補
強
工
事
や
同
報
系
防
災
行
政
無
線
整
備
工
事
に
よ

る
防
災
対
策
事
業
債
な
ど
の
増
額
に
よ
り
、
総
額
９
億
８

１
８
２
万
円
（
３
億
４
３
２
２
万
円
、
53
・
７
％
の
増
）

と
な
り
ま
し
た
。

歳　
　

出

　

総
務
費
で
は
、
前
年
度
実
施
さ
れ
た
定
額
給
付
金
給
付

事
業
が
大
幅
な
減
額
と
な
り
、
総
額
16
億
３
１
４
０
万
円

（
５
億
１
２
３
９
万
円
、
23
・
９
％
の
減
）
と
な
り
ま
し
た
。

　

衛
生
費
で
は
、
大
野
・
勝
山
地
区
広
域
行
政
事
務
組
合

へ
の
負
担
金
が
廃
棄
物
処
理
施
設
建
設
事
業
債
の
償
還

ピ
ー
ク
を
迎
え
た
た
め
大
幅
な
増
額
、
ま
た
、
経
済
対
策

事
業
と
し
て
取
り
組
ん
だ
エ
コ
環
境
事
業
補
助
金
な
ど
の

影
響
に
よ
り
、
総
額
７
億
５
９
９
４
万
円
（
１
億
８
０
２

４
万
円
、
31
・
１
％
の
増
）
と
な
り
ま
し
た
。

　

商
工
費
で
は
、
前
年
度
末
か
ら
実
施
し
た
、
か
つ
や
ま

と
く
と
く
商
品
券
発
行
事
業
、
は
た
や
記
念
館
ゆ
め
お
～

れ
勝
山
の
開
館
に
よ
る
管
理
運
営
費
な
ど
に
よ
り
、
総
額

６
億
５
０
７
１
万
円
（
１
億
６
６
０
５
万
円
、
34
・
３
％

の
増
）
と
な
り
ま
し
た
。

　

消
防
費
で
は
、
市
役
所
庁
舎
耐
震
補
強
工
事
や
同
報
系

防
災
行
政
無
線
整
備
工
事
に
よ
る
防
災
対
策
事
業
な
ど
に

よ
り
、
総
額
６
億
４
０
１
万
円
（
１
億
８
５
５
１
万
円
、

44
・
３
％
の
増
）
と
な
り
ま
し
た
。

　

平
成
21
年
度
末
の
財
政
調
整
基
金
残
高
は
、
市
税
が
大

幅
な
減
額
と
な
り
ま
し
た
が
、
地
方
交
付
税
の
増
額
や
国

の
経
済
対
策
事
業
な
ど
を
積
極
的
に
活
用
し
た
結
果
、
総

額
13
億
９
６
１
７
万
円
（
２
８
５
万
円
、
０
・
２
％
の
減
）

と
な
り
、
ほ
ぼ
前
年
度
残
高
を
維
持
す
る
こ
と
が
で
き
ま

し
た
。

　

一
般
会
計
の
市
債
残
高
は
、
93
億
１
７
４
３
万
円
（
６

１
６
５
万
円
、
０
・
７
％
の
減
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ

の
う
ち
臨
時
財
政
対
策
債
を
除
い
た
残
高
は
64
億
３
，
５

１
６
万
円
（
３
億
４
８
０
６
万
円
、
５
・
１
％
の
減
）
で

９
年
連
続
の
減
と
な
り
ま
し
た
。


